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東京電力ホールディングス株式会社柏崎刈羽原子力発電所 
原子炉施設保安規定の変更に関する審査結果 

 

原規規発第２３０９２０６号 

令和５年９月２０日 

原 子 力 規 制 庁 

 

Ⅰ．審査結果 

原子力規制委員会原子力規制庁（以下「規制庁」という。）は令和５年３月８日付け原管

発官 R4第 263号（令和５年９月５日付け原管発官 R5第 121号をもって一部補正）をもっ

て、東京電力ホールディングス株式会社から、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制

に関する法律（昭和３２年法律第１６６号。以下「原子炉等規制法」という。）第４３条の

３の２４第１項の規定に基づき申請された柏崎刈羽原子力発電所原子炉施設保安規定変

更認可申請書（以下「本申請」という。）が、原子炉等規制法第４３条の３の２４第２項第

１号に規定する発電用原子炉の設置若しくは変更の許可を受けたところ又は変更を届け

出たところによるものでないことに該当するかどうか、同項第２号に規定する核燃料物質

若しくは核燃料物質によつて汚染された物又は発電用原子炉による災害の防止上十分で

ないものであることに該当するかどうかについて審査した。 

審査の結果、本申請は、原子炉等規制法第４３条の３の２４第２項各号のいずれにも該

当しないと認められる。 

具体的な審査の内容等については以下のとおり。 

 

Ⅱ．申請の概要 

本申請によれば、変更の概要は以下のとおりである。 

１．実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈

等の改正に伴う変更（原子炉格納容器ベントの原子炉建屋の水素防護対策としての位

置付けの明確化に係る変更） 

実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈

（原規技発第１３０６１９３ 号（平成２５年６月１９日原子力規制委員会決定））等の

改正（令和５年２月２２日施行）により、原子炉格納容器ベントの原子炉建屋の水素防

護対策としての位置付けが明確化されたことに伴い、以下に示す運転上の制限（以下「Ｌ

ＣＯ」という。）及び重大事故等発生時の体制の整備を変更することから、関連条文で

ある第６６条（重大事故等対処設備）及び添付３（重大事故等及び大規模損壊対応に係

る実施基準）を変更する。 

・格納容器圧力逃がし装置について、水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するた

めの設備としてのＬＣＯ等を設定 

・格納容器圧力逃がし装置により原子炉建屋内の水素濃度上昇を緩和する対応手段等
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を追加 

・水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するため、判断基準に達した場合に格納容

器圧力逃がし装置による原子炉格納容器ベントをためらわず実施することを明確化 

 

Ⅲ．審査の内容 

１．原子炉等規制法第４３条の３の２４第２項第１号 

規制庁は、本申請について、以下に掲げる事項等を確認したことから、発電用原子炉

の設置若しくは変更の許可を受けたところ又は変更を届け出たところによるものでな

いことに該当しないと判断した。 

① 運転管理について、柏崎刈羽原子力発電所原子炉施設保安規定に定めるＬＣＯ、重

大事故等発生時の体制の整備等が、発電用原子炉の設置若しくは変更の許可を受け

たところ又は変更を届け出たところによる発電用原子炉及びその附属施設の位置、

構造及び設備の内容、発電用原子炉の炉心の著しい損傷その他の事故が発生した場

合における当該事故に対処するために必要な施設及び体制の整備に関する事項の

内容等と整合していること 

 

２．原子炉等規制法第４３条の３の２４第２項第２号 

規制庁は、本申請について、以下に掲げる事項等を確認したことから、災害の防止上

十分でないものであることに該当しないと判断した。 

なお、原子炉等規制法第４３条の３の２４第２項第２号に規定する「核燃料物質若し

くは核燃料物質によつて汚染された物又は発電用原子炉による災害の防止上十分でな

いものであること」に該当するかどうかについては、実用発電用原子炉及びその附属施

設における発電用原子炉施設保安規定の審査基準（原規技発第１３０６１９８号（平成

２５年６月１９日原子力規制委員会決定）。以下「保安規定審査基準」という。）を基に

判断した。 

また、ここで用いる号番号は、特に断りのない限り実用発電用原子炉の設置、運転等

に関する規則（昭和５３年通商産業省令第７７号）第９２条第１項各号を表している。 

 

（１）第８号イからハまで（発電用原子炉施設の運転に関する体制、確認すべき事項、

異状があった場合の措置等） 

第８号イからハまでについて、保安規定審査基準は、安全機能を有する系統及び

機器、重大事故等対処設備等について運転状態に対応したＬＣＯが定められている

こと、サーベイランス（ＬＣＯを逸脱していないことの確認をいう。）の実施方法

について、確認する機能が必要となる事故時等の条件で必要な性能が発揮できるか

どうかを確認（以下「実条件性能確認」という。）するために十分な方法が定めら

れていること、ＬＣＯを逸脱した場合に要求される措置及び要求される措置の完了

時間（以下「ＡＯＴ」という。）が定められていること等を要求している。 

規制庁は、水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備としての格
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納容器圧力逃がし装置については、令和２年１０月３０日付け原規規発第２０１０

３０５号をもって認可した柏崎刈羽原子力発電所原子炉施設保安規定変更認可申

請における原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備等としての格納容器

圧力逃がし装置と同一の設備であり、同一のＬＣＯ、実条件性能確認を行うために

十分な方法、ＬＣＯを逸脱した場合に要求される措置及びＡＯＴが追加されている

こと等を確認したことから、第８号イからハまでに関する保安規定審査基準を満足

していると判断した。 

 

（２）第１６号（設計想定事象等に係る発電用原子炉施設の保全に関する措置） 

第１６号について、保安規定審査基準は、許可を受けたところによる基本設計な

いし基本的設計方針に則した対策が機能するよう、設計想定事象又は重大事故等若

しくは大規模損壊として想定する事象（以下「設計想定事象等」という。）に応じ

て、発電用原子炉施設の必要な機能を維持するための活動に関する計画を策定し、

要員を配置するとともに、計画に従って必要な活動を行わせることを要求している。 

規制庁は、設計想定事象等に係る発電用原子炉施設の保全に関する措置について、

以下に掲げる事項を計画に加えるとともに、その計画に従って、配置した要員が必

要な活動を実施することを確認したことから、第１６号に関する保安規定審査基準

を満足していると判断した。 

① 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等として、原子炉

建屋オペレーティングフロアの天井付近の水素濃度が 2.2vol%に到達した場

合は、原子炉格納容器から原子炉建屋への水素の漏えいを抑制し、原子炉建

屋内の水素濃度上昇を緩和するため、格納容器圧力逃がし装置による原子炉

格納容器ベントを実施すること 

② 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するため、判断基準に達した場合

には格納容器圧力逃がし装置による原子炉格納容器ベントをためらわず実

施すること 

 


